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第1章　易解体性接着剤・接着技術と構成材、設計、加工、環境対応

第1節　易解体性接着剤・接着技術と接着剤の環境対応
APSリサーチ　若林　一民

1.1　環境に優しい接着剤

　環境保全・環境改善という言葉を耳にしてから久しい。地球温暖化が社会問題になり、あらゆる産

業及び地域社会において、廃棄物の削減やリサイクル運動が活発に行われている。環境改善には及ば

ないまでも、せめて環境保全くらいは達成したいものである。

　そういった背景を踏まえて、我が国では地球温暖化対策について、温室効果ガスを2013年比で

2030年までに45%削減するという高い目標を掲げて、環境省は、経産省などの他省庁との間で調整

が進められている1）。

　接着剤業界に目を向けると、日本接着剤工業会に所属する接着剤メーカー、接着剤素材メーカーな

ど九十数社が結束して、大気へのVOC（Volatile Organic Compound：揮発性有機化合物）排出抑制

自主行動計画を立案して実行に移している。

　このVOC排出抑制自主行動計画とは、2000年のVOC総排出量（598t）を100重量部として、 

2010年までに30重量部の削減を実現しようとするものであったが、2008年には39.5重量部の削減

をやってのけたのである。だが、その後の目標が定まらず、現在に至っているが今回の政府の動向を

契機に仕切り直しが予想され、業界が特に注視するのは環境保全・環境改善への指針として、3R（ 

削減―Reduce、再利用―Reuse、リサイクル―Recycle）が実行されるといわれている。

　Reduceとは本来廃棄物をいかに削減するかという意味合いを持つが、接着剤の業界では、環境負

荷材料の使用削減や使用中止を意味するものである。

　ReuseおよびRecycleを考えるときに、被着材に挟まれた接着剤をどのようにReuseおよびRecycle

することができるのか、皆目見当がつかない。

　しかし視点を変えてみると、接着部分を剥がすことができれば、被着材の分別や再利用、リサイク

ルは可能になる。

　重要なことは、「剥がれる接着剤は歓迎できないが、必要に応じて剥がすことができる接着剤は大

歓迎」である。ここで易解体性接着剤（Dismantable Adhesive）の存在がクローズアップされる。

　本稿では接着剤のReduce対応例として、①シックハウス症候群対応としてのホルムアルデヒド

の使用規制及び対策、②大気汚染防止法やシックスクール対応としての4VOC（トルエン、キシレ

ン、エチルベンゼン、スチレン）の使用規制及びその対策、③RoHS規制（Restriction of the use of 

certain Hazardous Substances：特定有害物質使用規制）、WEEE指令（Act for Recycling of Electrical 

and Electronic Equipment and Vehicles：電気製品のリサイクル・リユース指令）対応のための鉛は

んだ代替導電性接着剤について概説する。

　そして被着材のReuse、Recycle対応が期待される易解体性接着剤については、「易解体性接着剤・

接着技術」の項で取り上げたいと考える。
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第 1章　プラスチックリサイクル技術の技術的潮流と将来展望第 1 章　易解体性接着剤・接着技術と構成材、設計、加工、環境対応

1.2　接着剤に係る法規制の種類と分類

　日本において接着剤に関連する法律は、①消費者保護に関するもの、②化学物質安全対策に関する

もの、および ③環境保全・環境改善に関するものに分類できる3）。

　ここでは環境保全に関係する法令のみ紹介する。

環境保全に関する法令
（1）大気汚染防止法
（2）水質汚濁防止法
（3）悪臭防止法
（4）廃棄物の処理及び清掃に関する法律
（5）容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律
（6）特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の
　　促進に関する法律（PRTR法：Pollutant Release and Transfer Register）

1.2.1　建築基準法（シックハウス症候群に関連する法律）への対応

　平成15年7月1日付けで施行された建築基準法第28条の2（シックハウス症候群に対応する法律）

の主旨は以下の通りである。

　居室を有する建築物は、その居室内において政令で定める化学物質の発散による衛生上の支障がな

いよう、建築材料および換気装置について政令で定める技術的基準に適合するものとしなければいけ

ない。

1.2.1.1　住宅の居室に係る政令・告示の概要

　当面の規制対象物質は平成14年7月1日付けで厚生労働省より指針値が示された14物質（表1.1参

照）の中で、クロロピリホスおよびホルムアルデヒドの2物質である。

　この2物質のうちで、接着剤に係るものはホルムアルデヒドだけであるが、時を同じくして社会問

題視されたのがシックスクール症候群で、規制対象物質はホルムアルデヒド、トルエン、キシレンで

ある。

1.2.1.2　建材から放散されるホルムアルデヒド放散量の測定方法4）

①デシケーター法―JAS普通合板、特殊合板などの各種合板及びフローリング等に適用される測定方

法で、JIS A 1460-2001（建築用ボード類のホルムアルデヒド放散量の試験方法―デシケーター法）

に規定されている。

②逆デシケーター法―デシケーター法の欠点を補い、気中濃度を合理的に測定する方法として提案さ

れている方法で、試料の片面にデシケーターを密閉するように逆さまにかぶせ、この中に放置した蒸

留水にホルムアルデヒドを吸収させる。試料の表面積はデシケーター開口部と同じになるので、蒸留
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水もそれに対応した表面積と量にする。測定はデシケーター法と同じくアセチルアセトン法で行う。

③小形チャンバー法―JIS A 1901-2003 （ 建築材料の揮発性有機化合物・VOC、ホルムアルデヒドお

よび他のカルボニル化合物放散測定方法―小形チャンバー法 ） に規定されている。

ホルムアルデヒド濃度の測定は、規定経過日数後にチャンバー内のホルムアルデヒドをDNPHカー

トリッジに捕集して、高速液体クロマトグラフ（HPLC）にて測定する。

④パーフォレーター法―大がかりなETBラージ・チャンバー法に代わる試験方法で、ドイツのDIN

EN120、イギリスのBS5669（パーティクルボードの規格）に規定の方法である。

⑤ラージ・チャンバー法―アメリカで実施されている測定方法で、ASTM E 1333に規定の方法である。

⑥JIS K 0303（排ガス中のホルムアルデヒド分析法）に規定の測定方法

ホルムアルデヒドの測定には AHMT 吸光法、クロマトロープ酸吸光法、DNPH-GC 法、DNPH-

HPLC 法、AHMT 連続分析法が採用され、日本の衛生試験法や環境庁の大気汚染物質測定法指針で

認定されている。

表1.1　厚生労働省より指針値が示された14物質

1.2.1.3　日本接着剤工業会の放散ホルムアルデヒドに関する認定制度5）

　日本接着剤工業会の接着剤皮膜からの放散ホルムアルデヒドに関する認定制度は、接着剤の等級分

けの判断基準として表1.2（建材からのホルムアルデヒド放散量の基準値）を採用している。測定方

法は小形チャンバー法である。

　接着剤の種類は多く使用面積の制限なく使用できる接着剤は、

①ホルムアルデヒドの放散量が少なく、規制対象外の接着剤（放散量が0.005mg/m2h以下）

②JISマーク表示品で、ホルムアルデヒドの放散量の分類がされている接着剤
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